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開会 午後 10時 00分 

 

○森井総務部企画課長代理 

おはようございます。定刻がすぎておりますので、遅れておられる委員もいらっ

しゃいますけれども、ただ今から「第 51回大阪市廃棄物減量等推進審議会」のほう、

開催させていただきたいと思います。 

本日は委員の皆様には、大変お忙しい中ご出席いただき、誠にありがとうござい

ます。 

私は、司会進行を勤めさせていただきます、環境局総務部企画課長代理の森井で

ございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

大阪市では、本日 5月 13日より 10月 31日までの間につきまして、庁舎内での省

エネルギー行動としてノーネクタイ、ノー上着といった軽装での勤務の取り組みを

行っておりますので、ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

  それでは議事に移らせていただきます。 

  まず、本日の出席状況でございますが、委員数 16 名のところ、現在 12 名のご出

席をいただいておりますので、「大阪市廃棄物減量等推進審議会 規則」第 5条第 2

項に規定しております、半数以上のご出席がございますので、本審議会が有効に成

立していることをご報告させていただきます。 

  続きまして、本日の資料の確認をお願いいたします。 

  お手元にお配りさせていただいておりますのは、「審議会資料」一部でございます。

資料は皆様のお手元にございますでしょうか。内容につきましては前回の第 50回の

資料と同じとなっております。 

 （資料、確認） 

  それでは、以降の議事進行につきましては、藤田会長にお願いいたします。 

 藤田会長、よろしくお願いいたします。 

  

○藤田会長 

  おはようございます。それでは議事に移ります。本題に入ります前に、本審議会

の運営について、傍聴の方々に一言申し上げます。傍聴の皆様におかれましては、

受付でお受け取りいただきました「傍聴要領」を順守いただきますよう、お願いい
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たします。なお、指示に従わない場合は、退室していただく場合もありますので、

円滑な審議会の運営にご協力をお願いしたいと思います。 

  事務局にお尋ねいたします。本日、報道機関等、撮影を求めているところはござ

いますでしょうか。 

 

○森井総務部企画課長代理 

  本日は取材、撮影許可を求めている報道機関はございません。 

 

○藤田会長 

  それでは議事のほうに入っていきたいと思います。 

  本日の議題は、前回から引き続き「ごみ減量の推進について」とされております。

前回は 2 項目目の「ごみ量の推移とこれまで実施してきた施策について」まで議論

進めたと思いますので、引き続き 3 項目目以後について、事務局のほうからご説明

お願いしたいと思いますが、前回少し時間が足らなくなりまして、特に「ごみ量の

推移とこれまで実施してきた施策について」は必ずしも十分に委員の方々からご意

見をお伺いしたとはいうふうには思っておりませんので、本日縣課長のほうからの

ご説明でも少し戻って触れられるというふうにお聞きしておりますので、その部分

を含めてご説明のあと議論のほうに移っていきたいと思いますので、どうかよろし

くお願いいたします。 

 

○縣総務部企画課長 

  それでは、おはようございます。環境局企画課長の縣でございます。失礼しまし

て、座ったままでご説明のほう、させていただきたいというふうに思います。 

  それではですね、本日なんですけれども、会長のほうからもお話ありましたよう

に、お手元の資料 3項目目のですね、「22年度のごみ量について」と「今後実施を検

討している施策と減量の可能性について」ということなんですけれども、前回の審

議会の最後にですね、そのもう一つ前の項目なんですけれども、ごみ量の推移とこ

れまで実施してきた施策についてということで説明させていただいたんですけれど

も、特にごみ量の推移に関わりましてはですね、22年度の、ごみ量の部分にですね、

非常に密接に関わりますので若干説明のほう、重複する部分もあるかと思うんです
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けれども、簡単にそちらのほうもちょっと触れさせていただきたいなというふうに

思っております。 

それではですね、お手元の資料のほう、19 年度以降のごみの処理量の推移をまと

めました 5 ページのほうをちょっと開いていただけたらというふうに思います。19

年度のごみの処理量、一番左側にかかせていただいておるんですけれども、148万ト

ンということでございまして、20 年度につきましては、135 万トンということで、

13 万トンの減。さらに、21 年度につきましては、対前年比で 17 万トンの減。118

万トンということで、17万トンの減ということで、この 2年間でですね、家庭系に

つきましては 7 万トン、事業系につきましては 23 万トン、トータルで 30 万トンと

いうことで、大きくごみの減量が進んでいる状況でございます。このようにですね、

大きくごみの減量が進展した要因でございますけれども、家庭系に関しましては、

この 2年間のうち、見ますとですね、19から 20年度のところが 5万トンということ

で大きく減少しておる状況でございます。そうした背景といたしましては、資料の

ほう7ページのほうちょっと開いていただけたらというふうに思うんですけれども。 

こちらの資料はですね、家庭系のごみに含まれておりますところの資源化可能な

紙類の排出状況等をまとめたものでございます。ごみの組成から見ますとですね、

下段のほうにですね、棒グラフで示しておるわけなんですけれども、いわゆる家庭

ごみの中に含まれている資源化可能な紙類の量を示しているわけですが、18 年度が

ですね、8 万 8,700 ということで大体 8 万 9,000 トンに対しまして、20 年度につき

ましては、約 5万 2,000トンですか。21年度につきましては、約 5万 8,000トンと

いうことで、20 年度以降につきましてはですね、大きく減少しているということが

こちらのグラフのほうから見て取れるかというふうに思います。 

この要因といたしましてはですね、20年の 1月、平成 20年 1月からですね、ごみ

を出す際には、中身の見えるごみ袋を使用するということで、排出方法の指定を行

わせていただいております。これによりましてですね、それ以前でありましたら、

例えばですね、新聞紙等の資源化可能な紙類であっても他のごみと一緒に黒い袋な

どに入れて出すこともできましたけれども、いわゆる中身の見えるごみ袋を使用す

ることによりまして、新聞紙類につきましては普通のごみとは別にですね、排出さ

れるようになりまして、例えばですね、民間の資源回収業者の回収に出されるなど、

民間のリサイクルルートに回っていったんではないかと、いうふうに考えておると
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ころでございます。このためですね、家庭系ごみの減量に関しましてはですね、こ

の中身の見えるごみ袋による排出方法の指定以降ですね、資源化可能な紙類の分別

排出、あるいはリサイクルが進んだことによりまして、20 年度以降を中心としてで

すね、家庭ごみの減量の大きな要因のひとつになっているんではないかとこういう

ふうに考えておるところでございます。 

それではすいません。もう一度 5 ページに戻っていただきたいと思います。次に

事業系ごみの推移なんですけれども、事業系ごみにつきましてはですね、20 年度に

つきましては、対前年比で 8万トンの減、21年度につきましては、対前年比 15万ト

ンの減ということで、2年間で 23万トン、大きくごみの減量が進んでおります。こ

ちらのグラフの下のところにですね、その間実施してきました施策につきましても

若干記載しておりますけれども、事業系ごみに関わりましてはですね、いわゆる焼

却工場に搬入されてますごみの中には、産業廃棄物などの搬入不適物、こういった

ものも混入しておりますことから、20 年度以降ですね、こうした搬入不適物を排除

するために、事業系ごみの適正区分、適正処理に向けた取り組みというようなこと

で、パンフレットの配布などの啓発に取り組むというようなこともやってきており

ますし、21 年度からはですね、焼却工場におきまして、展開検査装置、こういった

ものも活用しながらですね、搬入する車両に対する展開検査、こういったものを強

化するなどの施策に取り組んできているところでございます。この間のですね、事

業系ごみの大幅な減量に関しましては、こうしたですね、事業系ごみの適正区分、

適正処理をはじめといたしましてさまざま事業系ごみの減量施策に取り組んでおり

ますので、こうした施策の効果も大きいんではないかなというふうに考えておると

ころでございます。 

そうした中でですね、資料のほうちょっと 8 ページを見ていただけたらというふ

うに思っております。事業系ごみの減量に関しましてはやはり施策の効果という部

分も大きいんですけども、もう一方でこちら 8ページのほうにつきましては、「事業

系ごみにおける景気の影響」ということで、若干資料のほうまとめさせていただい

ております。大阪市調べではございますけれども、主な指定都市におけます事業系

ごみ、平成 17年度以降のですね、減少率のほうをこちらのほうでまとめさせていた

だいております。こちらの資料の表からですね、読み取れますように、ここ 5 年間

ほどですね、大阪市以外の指定都市におきましても、ほぼ全ての都市におきまして
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ですね、事業系ごみにつきましては減少傾向にありまして、やはりこれは全国的な

傾向ではないかなというふうに考えておるところでございます。 

ごみの減量というのはですね、いずれの都市におきましても非常に重要な施策の

ひとつでございますので、都市によりましては、いわゆる手数料の改定を行ったり

とか、搬入物の検査、こういったものを強化したりとかいうことで、大きくですね、

ごみを減少させているというような都市もあるわけなんですけれども、そういった

ところにつきましてはちょっと黒塗りというんですか、ということで大きく減少し

て部分も表示させていただいておるんですけれども、そういった部分を除きまして

も、やはりあの全国的にですね、事業系ごみが減少傾向にあるということが言える

かと思いますので、おそらくはですね、全国的な要因ということでやはりこの間の

ですね、景気の低迷の影響というものが、かなり影響しているのではないかという

ことが想定されるところでございます。 

なおですね、大阪市のですね、ごみ量の推移におきまして、景気の低迷、これが

どの程度影響したかにつきましては、8ページの右側のほうに、若干資料のほうを示

させていただいておりますけれども、これあくまでですね、他都市の状況等を参考

にしたひとつの試算ではございますけれども、19年度から 21年度までに事業系のご

み、先ほども説明しましたように、23 万トンほど減量しておるわけなんですけれど

も、そのうちですね、景気の低迷の影響は、10 万トン程度あった可能性もあるんで

はないかなと、こういうような見方も一つ見れるかなというふうに考えておるとこ

ろでございます。いずれにいたしましてもですね、20年度、21年度と大きくですね、

ごみの減量のほうが進んでおるということを踏まえまして、22 年度のごみ処理量の

ほうの説明にうつらせていただきたいというふうに思います。 

それでは、続きまして、9ページのほう、「22年度のごみ処理量の見込み」という

のをご覧いただきたいと思います。上段の表はですね、平成 22 年度の 4 月から 23

年 1 月までのですね、ごみの収集量、これ速報値なんですけれども、まとめたもの

でございます。この収集量にはですね、いわゆるあの資源ごみとか容器包装プラス

チックとかリサイクルに回るようなものも含まれておりますので、先ほど来申し上

げます、ごみの減量目標などで使用しますところのごみの処理量、いわゆる焼却処

理する量とは数値が若干違うということをちょっと念頭のほうには置いていただき

たいというふうに思います。 



 6 

まずは家庭系のごみなんですけれども、23年 1月までの速報値ではですね、22年

の欄見ていただきますと、約 39万 7,000トンということで、対前年比で比較いたし

ますと 94.87、約 95％といった状況でございます。次に事業系ごみにつきましては、

59 万 6,000 トンいうことで対前年比が 99.9 ほぼ 100%、横並びという状況でござい

ます。次に環境系のごみにつきましては、1万約 1,000トンというところで、対前年

比が大体 92%となっておりまして、トータルで見ますと 100万とんで 4千トン位です

か。対前年比でいきますと大体 98％位ということになっておりまして、ほぼ横ばい

からですね、若干減少といったペースになっておるところでございます。それから

ですね、下の表はですね、この先ほどの対前年比、トータルの前年比の 97.79％を元

にですね、単純にですね、昨年の、21年度のですね、ごみ処理量 118万トン、正確

に言いますと 117万 7,146トンですね、これにですね、対前年比の 97.79%をかけあ

わせまして、22年度のごみの処理量を推計いたしますと、約 115万トン前後という

ふうに見込まれておるところでございます。先ほどごみ処理量の推移でも説明いた

しましたけれども、最近のごみ減量の推移といたしましては、20 年度がですね、対

前年比 13万トン。21年度は 17万トンの減と。大きくですね、ごみの減量が進捗し

ている状況にございますけれども、22 年度につきましてはごみの処理量若干の減少

というものが見込まれますものの減量のペースかなり緩やかになっておりまして、

とりわけですね、事業系のごみというのがほぼ横ばいになるのではないかと。そう

いったように推計しているところでございます。 

そうした中でですね、22年度のごみ量にかかわりましてですね、10ページのほう

のですね、「他都市のごみの収集量（速報値）」のほうをご覧いただきたいというふ

うに思います。今ほど説明させていただきましたように、平成 22年度に入りまして

大阪市のごみ減量のペース非常に緩やかになった点ということで、大阪市の調べな

んですけれども、他の政令指定都市のですね、22 年度のごみ減量の進捗状況こちら

のほう、まとめております。年度の途中ということでございますので、ごみの収集

量等公表している都市、あまり多くございませんので、ホームページ等で公表して

いる都市のうち 6都市につきまして、21年度の比較ということで直近の状況まとめ

させていただいております。そのうちですね、6都市のうち、札幌、千葉、京都市さ

んにつきましては、この間家庭ごみの有料化とかですね、あるいはごみの収集回数

を減らしたりということで、ごみの減量にですね、ごみ量の推移に大きく影響を与
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えるような減量施策を実施しておりまして、そういった効果もありますせいか非常

に大きく減少している状況がございます。そうした中で黒塗りにしております、仙

台、横浜、名古屋市さんにつきましては、これ対前年比で見ていきますと 100%、99%、

98%ということで、大阪市と同様にほぼ横ばいからやや減少といった傾向でございま

す。全ての都市のデータがそろっておりませんので一概には判断できない部分もあ

るんですけれども、こういった都市の状況から見ますとですね、大阪市だけではな

くて他の都市に置けましても、22 年度に入りまして、ごみ減量のペース、これが緩

やかになっている可能性があるんじゃないかなというのが、この資料から見て取れ

るかというふうに思います。 

続きまして、11ページのほうにうつらせていただきますけれども、22年度のです

ね、ごみ量の推移を分析するうえで、参考といたしまして、ごみ量の基礎となるよ

うな数値等の変化、こちらのほうをまとめさせていただいております。 

まずですね、上段のほうにですね、人口や事業所数をまとめさせていただいており

ますけれども、人口のほうを見ていきますと21年度の人口がですね、266万6,000人。

すいません。失礼しました。266万約2,000人ですか。に対しまして22年度が266万6,000

人ということで、約4,000人ほど増加しているわけでございます。21年度のですね、家

庭系ごみの処理量がざくっと45万トンということでございますので、単純にですね、

常住人口1人あたりの平均のごみ処理量をベースとしまして人口が4,000人増えるとい

うことになりますと、ごみ量はですね、大体700トンくらい増加することになるのかな

と思うんですけれども、家庭ごみの処理量の推移、総体からみますと、この人口の増

というのはそれほど大きな影響というのはないのかなと思っております。一方次に事

業所数のほうなんですけれども、こちらのほうは毎年のデータというのはございませ

んけれども、平成18年度以前、ここ13年度から書かせていただいていますけれども、

こちらのほうの事業所数につきましては、調査の度にですね、事業所数が減少傾向に

ございましたが、21年度につきましては、21万9,000事業所ということで、18年度の20

万1,000事業所から、約3年間で1万8,000事業所、増加しているような状況でございま

す。18年度以降といいますとちょうどリーマンショックなどありまして、先ほども説

明しましたように、20年度、21年度と事業系のごみが減少するなどですね、やはり景

気の低迷が顕著な時期もございましたので、この時期、事業所数が増加しておるわけ

なんですけれども、この3年間のうちいつの時期にですね、どれだけ事業所数が増加し
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たかというのはちょっと判断できない状況ではございますが、仮にですね、21年の事

業系ごみの処理量、これ約71万トンございますので、単純に1事業所あたりの平均のご

み処理量をベースとして算出いたしますと事業所数のほうがですね、1万8,000増えま

すことによりまして、約6万トンのごみ量の増加につながるということが言えるかなと

思っておりますので、やはりこの事業所数の増加っていうのはですね、事業系ごみ量

の推移にかなり大きな影響をあたえる可能性が高いんではないかなというふうに考え

ております。それからですね、その下のほうですね、景気の影響を見る上での参考の

資料といたしまして、私ども大阪市の経済局のほうが発行しております、大阪市の景

気観測調査の中のですね、景気の動向、これのですね、概要のほうをですね、下のほ

うにまとめさせていただいております。実際はですね、調査結果非常に多岐に及んで

おりますんですけれども、比較がしやすいように概要のワンフレーズだけ書き出させ

ていただいております。まず21年度上から4月～6月期を見ていただきますと、景気は

底入れの兆候が見られるものの、依然厳しい水準。7月～9月につきましては、景気は

下げ止まりつつあるもののなお厳しい状況。10月～12月につきましては、景気は持ち

直しに向けて足踏み状態となり、予断を許さない状況。というようなことでございま

して、いずれもですね、厳しい状況がうかがえるコメントが並んでおるという状況で

ございます。それに対しまして、22年に入りまして、1月～3月になりますと、景気は

再び持ち直しの動きとなり、緩やかに改善へ。4月～6月につきましては景気は持ち直

しの動向を着実に継続。7月～9月はですね、景気は持ち直しに向けてやや足踏み。10

月～12月につきましては、年末需要などにより景気は再び持ち直し歩調へ。というよ

うなことになっておりまして、かなり景気が改善しているようなフレーズが並んでい

るというような状況でございます。こうした点からもですね、事業系ごみを中心とい

たしまして、22年度のごみの減量のペース非常に緩やかになってます要因といたしま

してはですね、いわゆる景気の持ち直し、あるいは景気の持ち直しに伴いまして、こ

れに関連するかとも思うんですけれども事業所数の増加、こういったものがですね、

事業系ごみ量の推移に影響を及ぼしている可能性もあるんではないかなというふうに

考えておるという状況でございます。 

そうした中でですね、今回東日本大震災という非常に大きな未曾有な大震災が発

生いたしまして今後この震災がですね、今後日本の経済とか大阪経済にどういう影

響を与えるかというのは、不透明な部分もございますけれども、こちらのデータだ
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けから判断いたしますと、景気の低迷というのは底を打つような状況もございまし

て、今後はですね、景気の低迷によりますごみ量の大幅な減少というのは期待でき

ない状況ではないかというふうに考えております。そうした観点からはですね、事

業系ごみだけではないんですけれども、やはり更なるごみの減量を進めていく上で

はですね、ごみの減量の施策、こういったものを積極的に取り組んで、その施策の

効果というものをきちんとあげていく必要があるんではないかなというふうに考え

ておるところでございます。いずれにいたしましても、こちらのほうの部分の 22年

度のごみの収集量なんですけれども、あくまでまだ 1 月時点での速報値ということ

ございますので、引き続きですね、集計を行いながらですね、こういった減量が緩

やかになった要因などの分析なども引き続き行っていきたいなというふうに考えて

おるところでございます。 

  それでは引き続きまして 4項目目にうつりますけれども、「今後実施を検討してい

る施策とごみ減量の可能性」ということでございます。大阪市におけますですね、

現行のごみの減量目標につきましては、平成 27年度のごみ処理量を 110万トンまで

減量するというものでございます。しかしながら、先ほども説明いたしましたよう

に、平成 20 年度、21 年度で大きくごみの減量は進捗したこともございまして、22

年度のごみ処理量は 115 万トン程度というふうに見込まれまして、減量目標の達成

まではあと 5 万トンというところまで進んできたところでございます。そうした中

でですね、22 年度の状況からは、景気の低迷も底を打つようなことになっているこ

ともございますので、23年度以降はですね、引き続き 22年度同様に、ごみ減量のペ

ースは緩やかになるという可能性も、こういうことが続く可能性も考えられますの

で、予断は許しませんけれども、今後もですね、27 年度の減量目標、これを前倒し

で達成するだけではなくてですね、さらにごみ減量に向けて積極的に取り組んでい

かなければいけないかなというふうに考えておるところでございます。 

そうした観点から、さらなるごみ減量の可能性ということで、いくつかの観点か

ら資料をまとめさせていただいております。 

まず、12 ページのほうなんですけれども、こちらはですね、他都市の手数料の改

定状況ということで資料を作らせていただいております。大阪市におきましては、

昨年の 3 月にですね、条例を改正いたしまして、焼却工場等へですね、ごみを持ち

組む際の、ごみの処理の手数料これをですね、10キロあたり 58円から 90円に改定
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したところでございます。今後ですね、実際に手数料を値上げする時期につきまし

ては、市長が定めることとしておりまして、排出事業者のみなさま方に対しまして

十分な説明を行ったうえで、時期等は判断しているということにしております。こ

のためですね、現時点では、実施時期、これ確定しておりませんが、仮にですね、

改定を行った場合、ごみ減量の経過、効果ですね、ごみ減量の効果、どの程度ある

かということを考える上でですね、参考といたしまして、これもやはり大阪市のほ

うの調べになるんですけれども、最近ごみ処理手数料の改定を行った都市におけま

す、ごみ量の推移の状況というのを 12ページのほうにまとめさせていただいており

ます。こちらのほうは 5 都市ほど書かせておるわけなんですけれども、神戸市さん

につきましてはですね、これ手数料の値上げにあわせましてですね、いわゆる指定

袋制度をいうものを導入しております。いわゆる指定袋というものは、ごみ処理手

数料ごみ袋の値段に上乗せして販売する方式ですね、これを導入した関係もありま

して、実は 27％と大きく減量が進んでおります。従いましてこのちょっと神戸市さ

んを除外させていただきまして、手数料値上げだけに限定いたしまして都市の状況

を見ていきますとですね、札幌市さんが 13.8くらいですか。それから千葉さんが 4.5

で、京都さんが 8％、福岡市さんが 11％くらいですか。ということでございまして、

都市によって異なり、ばらつきはあるんですけれども非常に粗くったいんですけれ

ども、おおむね 5％から 10％前後くらいですね、強のですね、10％強くらいのごみ

が減少しているような状況にあるんではないかなというふうに考えられるところで

ございます。こうした他都市の状況からですね、大阪市におけますごみ処理手数料

に伴うごみの減量効果これを単純に推計いたしますと、平成 21年の事業系ごみの処

理量、これ 71万トンございますので、そこから仮に 5％なり 10％、減量効果があっ

たとしますと、3.6万トンから 7.1万トン、この程度、ごみの減量効果が見込めるの

かなということが一つ試算できるかというふうに考えておるところでございます。 

  続きましてですね、さらに別の観点からですね、ごみ減量の可能性ということで、

いわゆるごみの組成というものに着目いたしまして、ごみの中でですね、比較的リ

サイクル、資源化、減量が図りやすいものといたしまして、いわゆる新聞紙など資

源化可能な紙類につきましての資料のほう整理させていただいております。資料の

ほう 13ページのほうご覧いただきたいというふうに思ってます。まず家庭系のごみ

なんですけれども、資源化可能でですね、紙類の組成、これは資料の 7 ページのほ
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うにも記載しておりましたんですけれども、ここではですね、直近の 22年度の調査

結果でございます組成率、11.58％、約 12％、こちらのほうからですね、単純に、資

源化可能な紙類がどの程度含まれているかということを試算させていただきますと、

5万 5,700、ざくっと約 5万 6,000トン程度の資源化可能な紙類がですね、ごみとし

て排出されているというふうに推定されるところでございます。こうしたですね、

家庭系の分で、資源化可能な紙類を少しでも多くリサイクルに回すという観点から

はですね、大阪市におきましては、いわゆる資源集団回収活動こういったものを活

性化をはかっていきたいということで、その拡大をつとめているという状況でござ

います。具体的にはですね、資源集団回収団体として登録いただいた団体に対しま

して、年 1 回、回収量に応じまして奨励品とか、奨励金を交付しておるんですけれ

ども、従来はキロ当たり 0.5円だったものを 21年度からはですね、量に応じまして

1.5円～3円まで段階的に値上げを行うなどというようなことを行っております。さ

らにですね、マンションなどのいわゆる集合住宅、こういったところ以外のですね、

いわゆる戸建ての住宅が多い地域、こういったところはですね、資源集団回収等行

おうとした場合どうしてもですね、古紙等を集める場所を確保したりとか、あるい

はそこまで運んで行ったりとかそういう手間に加えまして、世話役をやっていただ

く方の負担も大きいということで、なかなか一般の戸建の地域、資源集団回収が行

われていない地域も多いという状況もございます。このためですね、より多くの地

域で、資源集団回収を拡大していくという観点から、21 年度からは一部の行政区で

ですね、新たに各戸回収方式の資源回収のテスト実施を行ったところなんですけれ

ども、回収団体等も増加したこともありまして、22 年度からは全市におきまして、

こうした各戸回収方式の資源集団回収、こういったものに取り組んで欲しいという

ことで働きかけを行っておるところでございます。ちなみにこの方式というのはで

すね、あらかじめ世話役の方が回収業者と調整していただいて、当該地域の回収日、

資源の回収日というのを定めていただいて、住民のみなさんは回収日の日にそれぞ

れの家の前に新聞紙出していただいたら業者の方が一軒一軒回収して回るという方

式でございまして、古紙を集積する場所が必要でなくなったりとか、世話人の方も

負担軽減されるということで従来の方式と比べて手軽に資源集団回収に取り組んで

いただけるという方式でございます。今後はですね、こうした方式につきまして積

極的にＰＲ等を行いながらですね、できるだけ多くの地域におきまして、資源集団
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回収活用こういったものを積極的に取り組んでいただくことによりまして、先ほど

の 5万 5,000、5万トンほどですか。5万 6,000トンほどあります紙をできるだけ減

量を図ってリサイクルにまわしていきたいなというふうに考えておるところでござ

います。 

一方で事業系のごみのほうでございますけれども、ここですね、事業系のごみに

つきましては、許可業者さんのほうが収集しましたごみ量を元にですね、資源化可

能な紙類がどの程度含まれているかというのを推定しております。許可業者さんが

収集しましたごみのうちですね、いわゆる収集先のデータ等から推計いたしますと、

約 8 万トン程度がいわゆるアパート、マンションといわれる家庭系のごみと推定さ

れるところでございます。さらにはですね、23万 7,000トン程度、これはいわゆる、

大規模な建築物から排出されるごみでございます。こうした大規模な建築物に対し

ましては、大阪市のほうからですね、減量計画書の提出を義務付けるとともにです

ね、立ち入り検査等などの、減量指導なども行っておりますので、紙類に関しまし

ては、かなりリサイクルが進んでいる状況があるかというふうに考えております。

そうした中でですね、アパート、マンションとか大規模な建築物以外、いわゆる中

小の事業所が中心になるかと思うんですけれども、こうした事業所からはですね、

やっぱ 36万 7,000トンくらいのごみがですね、排出されているというふうに考えら

れます。こうした事業所におきましては、資源化可能な紙類をリサイクルに回そう

ということをしましてもですね、どうしても分別したりとか保管をしたりするため

のスペースがなかったりとか、あるいはそういった人手がない、手間がかけられな

い、こういうさまざまなかたがございましてリサイクルが進んでいない状況がござ

います。こうした中小の事業所に関しまして、直近の平成 22年に実施いたしました

排出実態調査の結果によりますと、ごみの中に含まれてます資源化可能な紙類の組

成ですね、そちらのほうに書いてますように 17.33％ございまして、これをですね、

ごみ量から単純に推計いたしますと、6万 4,000トンほどですか。がごみとして、排

出されてるというような状況にございます。こうした資源化可能な紙類のリサイク

ルをですね、促進していくということは非常に重要なことでございますので、大阪

市におきましてもですね、いわゆるごみの減量特設ホームページのほうにおきまし

て資源集団回収業者に対するですね、情報等を掲載するなどですね、情報提供など

も行っておるとこなんですけれども、やはり今後もですね、どのような方策が効果
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的なのか、引き続き検討等も行っていきたいというふうに考えておるところでござ

います。 

さらにはですね、すいません。前回、ちょっと若干審議会の答申等の関係で、ご

説明をさせていただいたんですけれども、平成 22年 6月に審議会からいただいた答

申に関わりましては、中長期的に実施検討すべき施策といたしまして、資源化可能

な紙類などのですね、資源物の搬入禁止、こういったことについても、言及をさせ

ておるわけでございます。従いまして、こういったことにつきましてもですね、今

後さらに検討を進めていかなければならないというふうに考えておるところでござ

います。なお、資源化可能な紙類なんですけれども、家庭系、事業系ここにおおむ

ね量書かせていただいておるんですけれども、例えばですね、汚れていたりとか、

破損していたりということで、実際、全てがですね、リサイクルに回るというわけ

じゃなくて、一部はごみとして処理せざるを得ないケース、というような場合もご

ざいますし、市民や事業者のみなさんどこまで徹底して分別に協力いただけるか、

などという課題もありまして、これが全てリサイクルに回るかというのも難しい状

況もありますけれども、ひとつ参考ということで今、現在ですね、ごみに含まれて

いる資源化可能な、紙類がどの程度あるかということを 13ページのほうに示めさせ

ていただいたところでございます。 

以上、12ページ 13ページとですね、更なるごみ減量の可能性ということで、一つ

はですね、実施時期、これまだ現在定まっておりませんけども、今後予定しており

ます、ごみ処理手数料に関わって実際値上げしたことによります減量効果の試算、

さらに二つ目といたしましては、ごみの組成に着目いたしまして、資源化可能な紙

類、これがどの程度排出されているかということにつきまして、ご説明させいてい

ただいたところでございます。いずれにいたしましても繰り返しになるんですけれ

ども、今現在、平成 27年度 110万トンという減量目標の達成まであと 5万トンとい

う状況にはあるんですけれども、大阪市といたしましては今後はですね、27 年度の

減量目標、これ前倒しで達成するだけではなくて、更なるごみ減量に向けて積極的

に取り組んでいく必要があるかなというふうには考えておることでございまして、

こういったことも参考にしていただきながらいろいろとご意見をいただけたらとい

うふうに考えておるところでございます。以上でございます。 
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○藤田会長 

  はい、ありがとうございました。ただいま縣課長のほうから、ごみ減量というこ

とで種々データを用いて説明をいただきました。 

  まずそれでは委員の方々から資料に関する質問もございます、それからあと、ご

意見等もございますが、ちょっとどうしましょう。先に質問がもしございましたら、

いったん受けたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（田村委員、挙手） 

  はい、どうぞ。 

  

○田村委員 

  すいません、7 ページの家庭系ごみの中の紙類のデータなんですけども、折り込み

広告が多いのは、これはわざわざ新聞と分けて、新聞はリサイクルに出すけど折り

込み広告は入れないでっていう指導をされているからなんでしょうか。 

  集団回収で新聞を回収しているので新聞紙が減っていると思うんですけど、18 年

度から 21 年度にかけて。折り込み広告っていうのが別にカウントされてて非常に増

えてるというか、まあまあまあ、そんなに減ってないっていうか、なんですけど、

これは新聞紙とは別にごみとして出してくれっていう、あの、折り込み広告って新

聞ん中に入ってるやつですよね、これは、だから新聞の集団回収のときには一緒に

出さないで欲しいという指導をされているからなんでしょうか。 

   

○縣総務部企画課長 

はい、すいません、これ 7 ページの資料でおそらく 21 年のところの組成のところ

を見ていただくと、折り込み広告、18 が 3.2 で 20 年度が 2.59 で、21 年度が 4.33

ということで、非常にあの、非常に増えているということですね。 

で、こちらのほうにつきましてはですね、いわゆるまあ、集団回収等もやってい

ただいてるんですが、結果、今現在ごみとして出されているものがこういった状況

にあるということをこの表で示させていただいてるんですけれども、実はあの、21

年度 4.33 と折り込み広告増えてるんですけれども、ちょっとこの原因はっきりわか

りませんで、特に集団回収のときに折り込み広告はあかんよとかいうようなことは

特にやってないんですけれども、たまたまサンプリング、ある程度平均的にやって
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るつもりなんですけれども、たまたまサンプリングしたところに折り込み広告がご

みとして出てる部分が多かったというような結果ということで、特に折り込み広告

は集団回収はあきませんよと、そういうようなことではございません。たまたまそ

ういう結果が出たということで、ご理解いただけたらと思います。 

  

 ○藤田会長 

その他何か・・・。 

（吉田委員、挙手） 

  はい、どうぞ。 

 

○吉田委員 

  すいません、12 ページなんですけども、手数料のところです。前回もこの白い、

大阪の場合は白いごみ袋が多いと思うんですが、神戸のところで 40 円が 80 円、そ

れに指定のごみ袋。で、大阪は載ってないんですが、数字がね。載ってませんが、

58 円から 90 円になり、神戸と同じような感じなんですが、じゃあ、こういう指定

の袋はつくれないんですか。 

 

○松本資源循環課長 

  すいません、以前手数料の改定の段階で、部会等の中で議論いただいてご報告を

いただいてたと思うんですが、私どもの場合は神戸市とちょっと違いまして、今回、

ごみ袋の関係の指定袋、これについては先送りということで、指定袋制は導入をす

る予定はございません。 

  で、58 円が 90 円になったというのは、処分手数料、これが 58 円から 90 円とい

うことで予定をいたしております。 

  それから透明の袋、これについてはもともと大阪市が透明もしくは半透明という

ことで、具体的にどういった袋、まあ、それ以上のことまでは踏み込んでおりませ

んので、有料袋とはまったく関係のない話です。 

  

○藤田会長 

はい。よろしいですか、それで。 
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○吉田委員 

はい、そしたらこの大阪市のこの数字は出ないんですかね。 

 

○縣総務部企画課長 

  あ、すいません、ちょっと若干補足させていただきますとですね。実は大阪市の

場合は普通のごみ含めてそうなんですけれども、ごみ袋を出すときは中身の見える

袋を使ってくださいということで、中身の見える袋を使ってもらう、これはひとつ

制度としてあります。 

これとはまったく別のもんとしまして、いわゆる事業系のごみにつきましてです

ね、これにつきまして有料で処理しておるわけなんですけども、大阪市などの場合

は、工場に持ってきていただいたらですね、工場で重さを量りましてその重さに応

じてですね、今でしたら 10 キロ 58 円、まあ今度 90 円なるんですけれども、重さ

の量を集計してその分のお金をいただくというやり方をしてるんですけども、神戸

さんの使ってるところのこの有料指定袋というのはですね、あらかじめですね、工

場のほうでお金をとるんではなくてですね、袋を売るときにですね、工場のほうで

お金をとる分を、袋 1 枚当たり例えば 20 円とか 30 円とか、あらかじめ事業系ごみ

の処理料金を袋に上乗せしたかたちで販売をするという制度でございます。したが

いまして工場ではお金はとらないんですけれども、排出者のかたがですね、直接袋

を買うときにすでに処理料金がかかってますので、例えばですね、ひと袋使ったら

その分処理料金なんぼやなと、直接お金がわかりますんでね、非常にちょっとでも

節約せなあかん、ごみ減らさなあかんということで、非常にごみ減量進める上で有

料指定袋っていうのは効果があるんじゃないかということでね、この間、審議会の

ほうでもご指摘はいただいておったんですけれども、いろいろ種々課題がございま

して、今回はですね、そういうごみ処理料金を上乗せした有料指定袋までは、今回

大阪市は考えておらずにですね、手数料の値上げだけさせていただくということで

ございますので、ちょっと白い袋と有料指定袋というのは、ちょっと別の制度とい

うことでご理解いただきたいと思います。 

   

○藤田会長 

その他、何かご質問等ございませんでしょうか。 
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（宮川委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

  

○宮川委員 

  すいません、8 ページのところで、まあ、他都市で悪いんですけれども、堺市さん

が事業系のごみが平成 19 年から 20 年で 16％、あと翌年が 20％削減ということに

なってるんですけど、これはただ単に 5 円から 10 円にした値上げだけでこれぐらい

になったんですか。ちょっとそこらへん、ちょっと聞きたかったんですけど。 

 

○縣総務部企画課長 

申し訳ございません。大きくですね、手数料の値上げ等をやってます分につきま

しては、これ資料のほうピックアップさせていただいてるんですけども、やっぱり

都市都市によりまして、いろいろ減量施策やってるおられるかと思いますので、申

し訳ありません、ちょっとその細かい部分まで全部把握しきれておりませんので、

ここでは大きくごみ処理手数料の改定とか、いわゆる搬入禁止とか、そういう部分

だけちょっとピックアップさせていただいておりますので、申し訳ございません。 

  

○宮川委員 

すんません。 

 

○藤田会長 

はい、その他何かご質問ございますでしょうか。よろしいですか。 

では、続きましてご意見をおうかがいしたいと思いますが、その中で当然ながら、 

この資料に触れるところもございますので、その関連でご質問ということも結構か

と思います。何か、これまでのご説明に対する、あるいはこの資料にもございます

ように平成 23 年度の施策から今後実施を検討している施策と減量の可能性、それか

ら減量の目標、そのへんのところにつきまして、種々、委員の方々からご意見をお

うかがいしたいと思います。どこからでも結構ですので、何かご意見等ございます

でしょうか。 
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（田村委員、挙手） 

  はい、どうぞ。 

 

○田村委員 

  すいません、やっぱりさっきの折り込み広告の話なんですけど、これを新聞と一

緒に出しちゃいけないと思ってる人がもし多いとしたら、古紙問屋さんのほうで確

認していただかなきゃいけないとは思うんですけど、大概は折り込み広告が込み込

みでとってもらえるはずなので、これを一緒に出してもいいという広報をすれば、

かなり効果が上がるんじゃないかなと思ったんですけれども、どうなんでしょうか。 

 

○藤田会長 

はい、いかがですか。 

 

○縣総務部企画課長 

  えーとですね、基本的にですね、集団回収の関係につきましては、住民のかたと

ですね、資源集団回収の業者さんの関係、再生資源業者さんの関係の中でやってお

りますので、具体的に何を扱うかというのはそちらの、民・民の関係になってくる

んだと思うんですけど、ただ一般論としましてはですね、非常にあの、今、古紙の

状況が良くなっておりまして、特に輸出の関係もあるかと思うんですけれども、非

常にまあ、新聞紙だけじゃなくてですね、折り込み広告、さらにはもうちょっと低

い雑誌とかいう部分についても、かなりこの市況が良くなってまして、積極的に回

収が行われておる状況があるかと思いますので、特にですね、折り込み広告だけを

排除してるということは多分おそらくありえないんじゃないかなというふうに思っ

てまして、そんならなんでこの結果やねんという部分なんですけれども、ちょっと

これはあくまでサンプリング上の誤差かなというふうに思ったりはしておりますけ

れども、若干、補足をお願いします。 

 

○村上事業管理課長 

  すいません、折り込み広告の関係なんですけどね。集団回収の関係で言いますと、

やっぱり業者さんによっても、まあ、言うたら扱える、扱われへんとかいろんな世
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帯もありますし、で、まあ、出す側のほうの問題もありますけども、いろんな世界

で、そのへんを、その、排出側の市民のかたが折り込み広告を出したらあかん的に

誤解をしてはったら、そこはそうでないよという周知をしたらもっといくんちゃう

かというご指摘やと思いましたけどもね。 

で、そういうことをね、丁寧に扱うように、資源集団回収の各戸回収方式を全市

的に昨年 7 月から実施をしたんですけども、で、その際に各業者さんが扱える品目

いうんか、紙でもいろいろありますんでね。例えば新聞とかダンボールとか折り込

みとか。で、そういう業者さん、この業者さんがどんなもんを扱うよというやつも、

全部その業者さんにヒアリング調査をしまして、で、一覧表を全部今ホームページ

に載してますねん。そやから、これ一応わかりやすいように、集団回収やられるか

たがわかりやすいように、まずその行政区単位で、何区ではどんな業者さんがいて

はりますと。で、この業者さんについてはどんな紙の種類を扱いますよというよう

なやつも全部載してますんで、集団回収をしようと思われるかたは、そこを見てい

ただいたらどういう種類の紙いけるよというのも全部出てるんですわ。だからそう

いうかたちでの、折り込みがダメやみたいなやつはね、ほとんどないんですわ。 

  だからそういうことで、折り込みがだめ的に勘違いしてはって、で、まあ言うた

ら排出量の分析をしたらちょっと多なってるということはないんやろなと思うとる

んですよ。で、そのへんはうちのほうもできるだけリサイクルできる紙はリサイク

ルしたいと思ってますんで、より市民のかたに丁寧な情報を提供するということで

昨年 7 月からは、やってるんですよ。 

 

○藤田会長 

はい、よろしいでしょうか。何かご意見等ございますでしょうか。 

はい、どうぞ。じゃあ、どっちでも、じゃあ小畑さんから。 

 

○小畑委員 

5 ページの資料によりますと、これあの、まあ 19、20、21、22 年の、22 年はま

あ、見込みなんですけど、かなり 19、20、21 とこう、減量がずっと順調に推進し

てきてるのが、ここにきてこう、ほとんどかなり、こう、推進率がぐっと下がって、

かなりこう横ばいのような状況になりよると。これは今までかなりのこと、いろい
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ろな施策等やられてきて、そしてまあ、それが行き着いてこれからしばらくこうい

う状況が続くという見方になるんか、あるいは何か特別な事情があって 21 年から

22 年についてはあまり減らなかったというふうに分析されるのか、そのへんはどう

いうふうに見たらいいんですか。 

 

○藤田会長 

  はい、どうぞ。 

 

○縣総務部企画課長 

  はい、まあ、すいません。説明のほうもちょっと要領を得ない部分もあったかと

思うんですけれども、この間の、20 年度、21 年度、大幅なごみの減量の関係につき

ましては、家庭系につきましてはいわゆる中身の見えるごみ袋をはじめとする減量

施策の効果の部分も出てきているのかなと。 

で、事業系につきましてはですね、やはり施策の効果の部分といたしましては、

事業系ごみの適正処理・適正区分といったかたち、あるいは工場における展開検査

の強化とか、まあそういった部分の施策の効果も大きいかなという部分と、もうひ

とつはですね、この間やはりあの、急激な景気の悪化という部分の、景気の悪化の

影響というような部分もございまして、やはりこの 20、21 年度、大きくごみの減量

が進んだというんですか、減ったという状況があろうかと思います。 

そうした中で 22 年度につきましては、ごみ減量のペース、家庭系は若干落ちてる

んですけども、特に事業系が横ばいという部分につきましては、やはりこの間景気

の、先程来説明してますように、景気が回復してきている可能性が高いんではない

かなというふうに思ってます。ですんで、今後につきましてもですね、一方で震災

の影響をどう見るかという部分もあるんですけれども、基本的にもちょっと景気、

回復傾向にあるということなんで、やはり、このまま右肩下がりで単純に下がって

いくというよりも、やはり一定ですね、効果のある減量施策なりをきちんとやって、

その効果を上げていかないとなかなかごみは減っていかないんではないかなという

ふうに考えているような次第でございます。 

（花嶋委員、挙手） 
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○藤田会長 

はい、ありがとうございました。では、花嶋委員、どうぞ。 

 

○花嶋委員 

  すいません、先ほどのあの蒸し返し、7 ページのあの、えーと折り込み広告なんで

すけれども。いえ、あの、えーとただ、これを見てると明らかに新聞を読む人が減

ったのか、あるいは集団回収に協力してくださった人が増えたのか、新聞紙は減っ

てるような気がします。 

  で、ただ、折り込み広告についてはそんなに変わってないっていうのは、これ、「折

り込み広告」ってなってますけれども、普段生活してると投げ込みの広告、ポスト

に投げ込みの広告みたいなもの、かなり定常的に毎日入ってまして、それと折り込

み広告が多分一緒になってこういう結果なのかなと。だから、新聞を取ってて、回

収する人は集団回収に出してくださってるけれども、毎日新聞は取ってないけれど

も投げ込みの広告が入ってきちゃう程度の人はすてちゃってるのかなと。このへん

のところはもう少し実際に調査をされたかたとか、そのへんから詳しく聞いてみる

と、もしかしたらわかるのかなと思いました。 

  で、これ見てともかく新聞紙自体はすごく減ってるんだなということが明らかに

なったかなと思います。 

 

○藤田会長 

はい、わかりました。これはしかし、まあ、分析はもう遡ってできませんので、

次回の分析のときには今のご意見を参考に、まあ、しかしそれをどうやって区別す

るのかという、いろいろテクニカルな問題もあると思いますが、努力をしていただ

ければと思います。 

そのほか何かございますでしょうか。 

（池田委員、挙手） 

はい、どうぞ池田委員。 
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○池田委員 

  あの、施策の効果の評価基準というのは、素人でほんとにわからないんですけれ

ども、まあ要するに日本全体が右肩下がりのときに、ある意味でごみが減るのは当

たり前っていう面もありまして、どこまでが施策の効果か。これ、いちゃもんつけ

てるわけではなくてですね、そういう意味では慎重に見ないといけなんじゃないか

なと思いまして、で、最近有名な本で、藻谷さんという人の「デフレの正体」って

いう本の中で、これがどこまで正しいのかもちろん私、わかりませんが、やはり生

産年齢層の急激な、要するに 23 歳から 60 歳とか 65 歳のあいだの、要するに一番

消費をして世の中を支えてる年齢が非常にもう急激に減っていると。そうすると、

トータルの人口だけではなくて、大阪市の年齢構成、要するに高齢化をすればひと

つはやはりモノを長くより使う率も高くなるのかもしれませんし、消費でも非常に

下がると。 

  それから少子化っていう別の現象でいくと、やっぱり子どもっていうのはサイク

ルが早いわけですから、そうするといろんなかたちでごみも出やすい部分もあると。

もちろん高齢化でもおむつとか出るんかもしれませんし、そのへんは一概には言え

ないんでしょうけども、できたら人口が約 256 万でほとんど変わらないのかもしれ

ませんが、そういう年齢構成、高齢化が進んで、特に大阪なんかは確か相当高齢化

の率で、生産年齢人口の減少というのは全国の中でもかなり早いというか、大きい

というのを、確かそのデータの中でも出てたと思うんですね。東京っていうのは、

比較的やはり高度成長期のあとには高齢化ひどいけど、一方で若い人が少し入って

きてるけれども、関西圏というのは滋賀を除くと結構そのへんの影響は激しいとい

うことで、ひとつは高齢化との関係でどのぐらい家庭ごみの減少を評価するのかと

いうことと、少子化ということでそのへんがどういうふうに影響するのかというの

は、何かそういう研究の成果とか、あるいはそういうデータっていうものはあるの

かどうかということを、私、不勉強でむしろ審議委員の先生でどなたかご存知の人

もおありだったら、教えていただきたいなというのが、大阪市のほうも含めてです

ね、それが第一点でございます。 
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○藤田会長 

いかがですか。あの、特に人口の数値に対して、おそらく当然大阪市としては人

口構成っていうのはもう把握はされていると思うんですね。多分、その点はごみの

排出量とも非常に関係してくるだろうと思います。私もまとめのところで少し言お

うかなと思ってたんですけれども、先、言いますと、多分、今の田村委員とか花嶋

委員、それから小畑委員、池田委員、いろいろご指摘されているのも、今後おそら

く減量目標を検討していくということになってくると、おそらく非常にこう、何て

言うか、きめの細かさと同時に、やっぱりその後ろにサイエンスをある程度しっか

りと、まあいえば基礎にもったそういうかたちでの議論をしていかないと、なかな

かこれから先、110 までいったときに、110 をさらに 100 にする、あるいはその 100

をいって、次またいくらにしましょうかっていったときには、多分そういう非常に

こう、緻密な議論を積み上げていかないと、その目標っていうのはなかなか立てら

れないのではないかなっていうふうに感じておりましたので、多分、そういうご意

見が今いくつか出てきたんだと思います。  

縣さんがお答えされる、できるところで結構ですので、はい、お願いしたいと思

います。 

 

○縣総務部企画課長 

  はい。すいません、ちょっと答えになるかあれなんですけれども、おっしゃって

いただいてますように、やはりあの高齢化が進んだりとか、少子化とか年齢構成の

問題とか、いろいろ変わってきてると思います。 

  11 ページのほうには、これ人口だけしか出させていただいてないんですけれども、

実はやはりあの、世帯数等もございまして、世帯数なんかはやはり顕著に出てきて

る部分があると思います。人口はそれほど変わらなくても世帯数が増えるというこ

とは、1 世帯あたりの人が減ってるということですんで、まあ、世帯数が増えた分だ

けその分ごみがどうなるかとか、いろんな影響出てきてる部分もあるかと思います

ので、短期的にそれがどれだけ大きく影響するかっていう部分はあるかと思うんで

すけど、やはり長期的なスパンで見ますと、そういう部分というのも、影響という

のが大きく出てくる部分もあろうかと思うんですけれども、引き続きそういった部

分についてもですね、いろいろ研究っていうんですか、検討ですか、またさせてい
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ただきたいというふうに思っております。 

  あの、すいません、ちょっと答えになっていないかもしれませんけれども。 

 

○藤田会長 

はい、ありがとうございました。その他、何かご意見・・・。 

（福岡委員、挙手） 

  はい、どうぞ。 

   

○福岡委員 

  あの、今の池田委員のご質問に対して、ちょっと、科学的な話をちょっと詰めて

はできないんですけれども、その高齢化という面で、耐久消費財はおっしゃるよう

に長くということあると思うんですけれども、むしろ消耗品とかですね、その、食

べ残しですとかそういう食生活関係の生ごみとか、あるいはそのちょっとした消耗

品ですね。例えば歯ブラシひとつでも。そういうのは所得がですね、やはりあの、

ある程度の年齢になって、所得が高い場合は捨てやすくなると。で、所得がそうで

もないとやっぱりそういうのも大事に使って捨てなくなるというような傾向がある

んじゃないかな、ちょっと大阪市ではないですが、よその市で調査した経験とかか

ら、そんなことが言えるかなとは思っております。 

  すいません、ちょっと科学的に数字を示すことが今できませんが。 

 

○藤田会長 

はい、ありがとうございました。その他、何か・・・、はい、どうぞ。 

 

○武田副会長 

  えっとあの、7 ページの棒グラフが、最初の田村さんから始まって、大変、注目さ

れてると思いますが、特に減量化について、資源化可能な紙っていうことに注目す

ると、このデータが非常に重要になろうと思いますけども、これを見たときにです

ね、折り込み広告がむしろここのところで増えたというふうにもちろん見えるわけ

なんですけれど、その計算の根拠になってるのがですね、かなりあいまいといった

らいかんですけども、組成率というやつから成り立っているわけですね。だからこ
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の組成率がちょっと変わればものすごく変わっちゃうという危うさみたいなものが

ありますので、ほんとに 20 年から 21 年にこれだけ上がったのかどうかっていう、

ちょっと何とも言えないっていうか、縣さんはなんか、サンプリングかなんかがあ

るんじゃないかっておっしゃって・・・。 

  それと、どれぐらいの頻度でね、分析されてるのか、あるいは先ほどのその折り

込み広告の定義がどういうふうになってて、例えば去年やった分析屋さんとね、今

年やった分析屋さんが違うからそこが違っとったら違ってくるぐらいですね、その

へんのところをきっちりおさえていかないと、あんまりここで議論しても、という

気がします。 

  それともうひとつは、そうは言いながら、そういう方法しかないんでありますか

ら、もう少し頻度を多くしてですね、例えばこれ、2 年に 1 回やっておられるのか

な。あ、そうでもないんですか。19 年がないということですか。どうももう少しこ

う、データを積み重ねていくことによって見ていかないと、なんか減ったね、今度

は増えたねっていうだけで議論してると、ちょっと総合的なこう、トレンドみたい

なものを見失うんではないかなという危うさをちょっと私、感じたものですから、

ちょっと余計なことかもしれませんけど。 

 

○藤田会長 

ありがとうございました。他に。 

（縣総務部企画課長、挙手） 

お答えしますか？ご意見だと思いますが。 

 

○縣総務部企画課長 

  はい、若干コメント、はい。おっしゃっていただいてますように、すいません、

ちょっと手元に細かい資料持ってきてませんので、どの程度のサンプリング数かと

いう部分についてはすいません、手元に資料ないんですけれども、基本的にですね、

この調査にあたりましては、ひとつの地域ということではなくて、ある程度中高層

の住宅の地域であるとか、低層の住宅の地域であるとか、いわゆる一戸建ての地域

であるとか、ある程度市内のですね、特徴的な地域をいくつかピックアップしまし

て、そういった地域、ほとんど毎回変わらないような地域なんですけれども、そう
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いったところから一定量のごみを採取した上で調査をやっているという状況でござ

います。 

  ただそうした中で、やはりこれ、役所でございますので、入札で業者決めており

ますので、業者が変わるというケースもございます。 

で、さらにどれだけ調査ができるかという部分につきましてもですね、一応年 1

回ぐらいはやりたいなとは思っておりますし、おっしゃってはるようにできるだけ

たくさんやるに越したことはないんですが、やはり予算との関係もありまして、今

現在年 1 回ぐらいかなということでございます。 

で、そうした中で基本的にこの調査の目的といたしましては、まあ今、あの、非

常に広告の、折り込み広告の話が話題になっておるわけなんですけれども、私ども

としましてもですね、やはり折り込み広告だけに注目するというよりも、やはりこ

の資源化可能な紙類が今どれだけあるかとか、あるいはそれ以外にはですね、私ど

も資源ごみの収集であるとか、容器包装プラスチックの収集であるとか、これから

いろいろ新しく、バイオの話も新年度ございますし、あるいは小物金属類というよ

うな話もございまして、さまざまな施策を検討していく上でですね、今のごみの実

態がどうなっているかというところを大きく掴んでいく必要があるかなという観点

でやらせていただいておりますので、どうしても若干誤差の出る部分等はあるんで

すけれども、大きな掴みの中で今後のいろいろな施策課題というんですか、そうい

うものを洗い出していけたらなというふうに考えておる次第でございます。 

 

○藤田会長 

  はい、ありがとうございます。 

（柳川委員、挙手） 

  じゃあ、どうぞ。 

 

○柳川委員 

  すいません、紙類のことなんですけれども、今、学校関係ではすごく、非常に多

いプリントがたくさんくる中で、きっと保護者のかたはそのまま普通ごみへ入れて

ることが多いと思うんです。ただ、こういったプリントとかも、その回収業者の中

で新聞とかと一緒に出してもいいっていうことだと思うんですが、私はそういうふ
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うに認識しながら出してるんですが、きっといろんな小さい、小学校、中学校のお

母さんがたは皆さん多分、普通ごみに入れてることが多くて、学校関係なんかでも

印刷室のところには普通に大きなごみ箱があって、そこにもう使わないプリントと

かいっぱい入れて、そのままきっと普通ごみに出てるんじゃないかなと。 

  で、あとシュレッダー関係、個人情報とかもありますので、シュレッダーをすれ

ばもちろんそれは普通ごみになりますし、この多分紙類の中に入ってるのか、資源

として使われてるのかというのが、きっと結構、何も考えずそのまま流れてるんで

はないかなとは思うんです。 

  で、子どもたちも社会見学とかで結構あの、ごみ焼却場とかも行ってリサイクル

っていう勉強もしてるはずなんですが、意外とそういうリサイクル活動を学校の中

で保護者とともにほんとはもっともっとしていかないといけないとこなんですが、

ここんところがまだまだわかってない、広報活動ができてないというとこでもあっ

て、もっとすれば、もうちょっとパーセントも違ってくるのかなあと。 

  で、先ほどホームページにも、これにはこういう分別をっていう中で、意外と一

番この小学校、中学校の保護者っていうのは忙しい、もう共働きの中で、見てない、

わからない、じゃあどうしたらいいのっていう中で、マンション等なんかでもう何

を入れても持って帰ってくれる業者がまだまだ大阪市にはあって、リサイクルしな

くてもいいっていう声もほんとに多く聞くんです。 

  で、特にこの紙類が、ちょっとでも名前が入ってたらいけないんじゃないかとか

っていって、新聞のその業者に出すんではなく、もうごみの中に入れてしまうとい

うかたが多いので、そういった広報活動をほんとはしていかないといけないんです

が、一番これから支えていかないといけない人がわからないという状況が、非常に

私たちもどのようにして言っていったらいいのかも思案しながら、子どもたちとと

もに学校も一緒になってリサイクルできるボックスとかも、もうちょっとあったら

いいのかなと。まあ、ＰＴＡの中でもやろうとするんですが、どこで回収してどう

いうふうに誰が持っていったらいいのかっていうのも、ちょっと悩んでるとこでも

あるので、できるだけそういう力も貸していただきたいなあという声もあって、伝

えさせていただきました。 
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○藤田会長 

ありがとうございました。「力も貸してほしい」という最後のところはお答えいた

だきたいなと思います。 

  

○縣総務部企画課長 

はい。すみません、学校関係につきましてもですね、やはり学校のほうでもごみ

の問題って非常に重要な問題でやっておりますし、特にこの間、ちょっと話がそれ

るんですけれども、事業系ごみの適正処理・適正区分ということで、いわゆる本来

は産業廃棄物みたいなものは別のルートで処理してくださいという部分の中で、そ

うした取り組みを今、一所懸命やっているわけなんですけれども、そうした中では

やはり大阪市自身がですね、まず率先してそういうものをきっちりやっていかなき

ゃいけないということなんで、学校関係、大阪市立の学校関係を含めまして、そう

いったところにつきましては丁寧に説明をしまして、学校のほうでもごみの問題、

産廃っていうんですか、いわゆる缶とかビンとかペットボトルみたいなものなんで

すけど、そういうのを排除していこうというのをきっちりやってくれてますし、そ

ういう中で非常にごみの問題についても関心、学校のほう、持ってくれております

ので、そういう中で、いろいろそれぞれ温度差はあると思うんですけれども、学校

のほうもごみ問題について取り組んでいただいてる状況もあるかと思います。 

そうした中で、もうひとつのポイントといたしましては、やはり、学校のほうに

来ていただいてる児童とか生徒の皆さん、そういったかたもですね、やっぱりごみ

の問題について関心を持っていただいて、家庭に帰ったときにですね、一緒になっ

てごみのこと、家族で考えていただいたりということも大事かと思いますので、ま

あ、従来から小学校 4 年生のかた対象にですね、副読本の「ごみと社会」といった

感じのものとかを昔からつくっておったんですけれども、今後さらにあの、環境教

育のほうを充実させていきたいなというようなことで、いろいろと小学校だけじゃ

なくて、幅広く環境教育のほう、充実するようなかたちで、ごみ問題だけじゃない

んですけれども、そういったかたちのことも今後取り組んでいきたいというふうに

考えておりますので、そういうこと含めまして、ご家庭に戻られましてもですね、

一緒になってまた環境問題取り組んでいただけたらというふうに思っておるところ

でございます。 
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すいません、ちょっと答えになってるかどうかあれですけれども。 

 

○藤田会長 

  はい、ありがとうございました。その他、何かございますか。 

（宮川委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○宮川委員 

  同じように 7 ページなんですけど、あと、雑紙関係も今後取り組んでいったほう

がええかなというのがひとつあります。やっぱり、箱包装のチョコレートとかお菓

子とか多いんで、そこらへんもリサイクルできるよっていう市民がなかなか知って

るのが少ないということもね。そこらへんと、あと、先日目にしたんですけども、

先ほどの集団回収じゃなくて、玄関に古紙出してますよと、アルミ缶を集める人た

ちが最近古紙まで集めてる風景、ちょっと拝見したんで、そこらへんは、玄関先置

いてますんでね、その人らがこう入ってきたときに、家の人、ちょっと具合悪いん

かなというのをちょっと感じましたんでね。なんか、そこらへん手筈を、なんか整

えたほうがええかなというのはちょっと感じましたんで、はい。 

 

○藤田会長 

特に雑紙に関しては何か大阪市として、何かお答えはありますか。 

 

○松本資源循環課長 

  特に大阪市として取り組むというところではないかもしれないんですけども、資

源集団回収、まあ、各戸回収方式の新方式も含めて、まあやってる中で、我々が資

源の業者さんと話をする中では、雑紙もやってるところはたくさんあると。それか

らシュレッダーごみについてもやってますよと。 

ただまあ、シュレッダーごみはあの、まあ空気を運んでるようなもんなんで、そ

れがある程度の量と、それから他のダンボールとか新聞紙とか、こういったものも

一緒に出してくれたらというような制約もあるんですけれども、雑紙は資源集団回

収等の中でも、先ほど村上課長のほうからも話あったと思うんですが、そういうそ
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の業者さんのほうでですね、まあお尋ねいただくとか、業者さんのほうの広報とい

うんですか、そういったものの中にはいくらか増えてきておるというふうには聞い

ておりますんで、できましたらやっぱり資源集団回収という中でですね、そういう

その収集業者さんと話をしていただく、そういった収集業者さんに持っていっても

らうように選んでいただくというようなことはしていただけるかなというふうには

思うんですけど。 

 

○藤田会長 

多分、最近各戸で資源を出すというふうな方向にも行ってるというお話なんです

けれども、まあ、ひとつはやはり自分の出そうとする紙がいわゆる資源として持っ

て帰ってもらえるか、まあいわば資源として利用される紙なのか、あるいはこれは

もう焼却せざるをえない紙なのかっていうそのあたりの判断を、多分、市民に全て

委ねるということに対して、今、何人かのやはり委員のかたから、そのあたりのと

ころはやはりもう少し市として努力をすべきではないかというふうに私は感じたん

ですけれども、そこも、まあそれは広報というふうに言えるのかもわかりませんし、

まあ、いろんな、ごみゼロリーダーとか、いろいろこう、そういう組織を持ってお

られるわけですが、そういうところをどういうふうに活用していくのかっていうこ

とも含めて、何かご意見等ございますでしょうか。 

 

○縣総務部企画課長 

おっしゃっていただいてますようにですね、いわゆるまあ、ここではたまたま新

聞とか、折り込み広告とか雑紙関係ですね、まあわかりやすい品目で出させていた

だいておるわけなんですけれども、おっしゃっていただいてますように雑紙等も含

めまして当然リサイクルできるものも、あの、一部できないものもあるかもしれま

せんが、かなりできるもの、多なっておりますし、都市によりましては雑紙も分別

して回収してるというような都市もございますので、当然そういったものにつきま

してもですね、今後あの、ごみの減量考えていく上ではどうなんだということで、

いろいろ考えていかなきゃいけないというふうには思っておるんですけれども、や

はり大阪の場合、まずですね、手順の問題としまして、市民の皆さんの感覚からし

てもそうなんですけれども、やはりリサイクルしやすいものと考えたときにやっぱ
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り新聞、雑誌、現にもう集団回収もありますし、民間の廃品回収もある中でまだ現

にこれだけごみとして出ておりますので、まあ、順番の問題はあろうかと思うんで

すけど、まず一番身近にやりやすいものといたしまして、今回はこういったかたち

でですね、新聞、雑誌中心に出させていただいておるんですけれども、ご指摘いた

だいてる雑紙等の問題につきましてもですね、これから先、いろいろどういったか

たちのことができるか、もう少しさらに検討、研究していかなあかんというふうに

は思っております。 

 

○藤田会長 

はい、ありがとうございました。 

（加賀城委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○加賀城委員 

事業系ごみのほうなんですけども、景気が回復基調にあるということとか、事業

所数も少し増えている傾向があるということで、ここを減らしていくのがひとつの

課題かなと思いました。 

で、その中で 13 ページの、中小事業所の資源化可能な紙等ですか、ここのところ

で人手とか手間の問題でなかなか進んでいないという、まさにここ、ひとつの課題

かなと思ったんですけども、少しお話があったんですけども、1 点はここの人手、手

間の問題進んでいないということに対して、どういう対策でこれを資源化していく

かということを考えておられるというのが 1 点目の意見でございます。 

で、2 点目は、以前の答申の中で、確か中長期的な課題として、中小事業者の古紙

共同回収のモデル事業なども検討するというようなことが書いてあったと思うんで

すけども、そういったこともこれから検討されるかどうかというのを教えていただ

きたいと思います。というのは、まあ、こういうのを減らすときにやっぱり料金の

ような規制的な方法も当然あるんだと思うんですけども、自主的な取り組みを支援

するという仕組みっていうのもやっぱり大事だと思ってますので、そういった視点

からどういうことを考えておられるかというのをおうかがいできたらと思います。 
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○縣総務部企画課長 

はい、おっしゃっていただいているとおりでございまして、この間ですね、いろ

いろと審議会のほうでご議論いただいている中ではですね、事業系ごみの減量施策

のあり方なども、前々回でしたかね、諮問させていただいて、その中でいろいろご

議論はさせていただいている中ではですね、やはりこういう中小事業所におかれま

して、なかなかリサイクルを進める環境が整ってないということの部分で問題があ

るということがございまして、例えばモデル的な事業を通しまして、例えば「オフ

ィス町内会」的なような事業ができないやろうかとか、いろいろあの、提案という

んですか、いただいているような状況がございます。 

そうした中でですね、実際問題、今、具体的に何ができるかっていう部分につき

ましてはですね、ひとつにはですね、少しでもこういった事業者の皆さんに対して

もリサイクルが進みやすいようにということで、例えばごみの減量の特設ホームペ

ージにおきましてはですね、事業者さん向けにですね、いろいろと少量でもできる

ようなものとか、シュレッダーくずでもできるとか、そういう古紙回収業者さん向

けの情報提供ですか、そういったものを丁寧にさせていただいたりというような状

況がございます。 

その一方で、例えばモデル事業としての「オフィス町内会」というようなことも

あろうかと思うんですけれども、実態的にですね、大阪市内におきましても、以前

はオフィス町内会みたいな取り組みもあったんですけれども、今現在、そういう取

り組みっていうのも非常にほとんどなくなってるというんですか、そんな状況もご

ざいまして、その一方で、東京なんか見ますとですね、非常に事業者の皆さんが自

主的にオフィス町内会の組織をつくりまして、かなり大規模なかたち、手広く環境

問題も含めてやってるような状況等もございます。 

そうした部分におきましては、やはり都市によりましてですね、リサイクルにか

かる経費とごみ処理にかかる経費の問題とか、さまざまな都市都市の事情もござい

まして、なかなか大阪の場合、そういう事業者の皆さんの自主的な取り組みという

部分がなかなか進みにくい部分もございますので、引き続きの研究課題というんで

すか、検討課題ということで今現在は情報発信というんですか、そういう部分を中

心にですね、やらせていただいておるというのが実情でございます。 
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○藤田会長 

はい、その他、何かございますか。 

（池田委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○池田委員 

  今のご意見と共通する部分なんですが、6 ページの「審議会の答申と実施（予定）

施策」の表ですけれども、結局その前の 5 ページを見ると、148 万トンから 115 万

トンまでは下がりつつ、ちょっと、そういう意味では成果があるんだろうなと思い

ながらも、今後なかなか厳しいだろうという状態の中で、この審議会としてはその

答申事項がどれぐらい効果が、その施策として実現して、それがその減量に今後ど

れぐらい効果があるのだろうかと。 

  それから、まあ実際はそれを効果と見るのか、単なる人口減とか、人口の問題と

景気の問題なのか、そのはかり方ってのはもちろんあるわけですけれども、そうし

ますとここの、もう一回 6 ページのところ見るとですね、こういうことをしました、

実施しました、実施予定ですってのはわかるんですけれども、やはりどの施策って

いうか、どの実施がどういうふうに今、かなり実績が上がって、その、事務局レベ

ルでかなり有効だなあというふうな、その、評価っていいますか、これをやってみ

てどうなのか、あるいは今後その有望な施策はこの中のどれなのか。もちろんひと

つで効果的っていうのはなかなかないとは思うんですけれども、それぞれの実施を

しながらですね、見ていくしかないと思うんですけども、やはりこう、やりながら

の中での中間評価といいますか、例えばレジ袋削減協定を締結しました、21年から。

これはわかるんですけれども、じゃあそれがなかなかそう簡単にはやっぱり進んで

ないと思うので、そこでどういう効果があり、あるいはどういう障害があってどこ

を乗り越えないといけないのかということを、逆にこうフィードバックしていただ

きたいなというのが、こういった表をもう少しこう、審議会としては左をいったん

だけども、右がこう進みつつ、でもここで止まってるとか、あるいはここがかなり

効果があったとか、あるいは思ったよりはなかなかそう簡単じゃないんですよとい

う部分を、こういった表で評価、中間評価的にわかるような進捗状況とか、そうい

うことが知りたいなということです。 
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  そういう意味では、この表の左のほうで、さっきご質問があった「長・中期的に

実施すべき施策」として、まあ検討中ということで、「資源化可能物の搬入禁止等」、

検討中と。で、この「等」のとこにはさっき言われたモデル事業のその実施とかそ

ういうことがいろいろ提案はあったわけですから、それがやはりなぜ進まないのか、

なかなか検討すべき施策っていうのは、たいてい検討中で終わってしまいますので、

やはりせっかくこう、いろいろこういう審議会の場を設けて、どこがひっかかって

うまくいかないのかということを、もう少し現場からの情報提供をしていただけれ

ばというのが、そういう表にぜひしていただきたいという要望です。 

 

○藤田会長 

ありがとうございました。たくさんの要望で宿題にもなってると思います。もう

今日お答えできる部分が、あまり多くはないと思うんですけれども、何か一言お願

いします。 

 

○縣総務部企画課長 

ご指摘の点、いろいろまた研究していかなあかんとは思ってるんですけど、正直

申し上げまして、効果の部分というのがですね、正直私どももですね、はっきり例

えばなんかここで集めました、ここにこれだけ集めましたよっていって、目の前に

見えましたらですね、これ今までに対してこんだけ変わりましたってことがはっき

りわかるんですけど、どうしましてもごみの減量の関係につきますと、はっきりと、

ものに数字として上がってこない部分というのはたくさんございますので、やはり

そういう部分で効果を見る上ではどうしても推定というんですか、推測という部分

で見ざるをえない部分もあるので、なかなかちょっと難しい部分があるかなという

部分。 

さらには例えばレジ袋削減、こういった部分につきましてもですね、この協定っ

ていうことによりまして実際ごみ袋、レジ袋の部分を減らしていくという部分と、

やはりあの、そういうことをＰＲすることによりまして、市民の皆さんの生活スタ

イル自身を変えていただくという、啓発的な要素の部分とかもございますので、そ

ういう部分だけを見ますとなかなかそういうことはちょっと効果というんですか、

はかりにくい部分などもあって、ちょっとなかなか苦しい部分もあるなというのが
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ひとつでございます。 

それからさらにあの、中・長期的な部分の検討すべき施策、ご指摘のようにたく

さんいろいろいただいておるわけなんですけれども、やはりご指摘いただいている

ように、短期的にできる部分につきましては早速取り掛かるというかたちで、上の

ほうにも書いてますように、当面実施すべき施策については積極的にやっとるんで

すけども、やはり中・長期という部分につきましてはなかなか短期的にできにくい、

難しい課題もあるということでございますので、またそういった課題等はきちんと

ご説明をしていかなあかんと思うんですけれども、そういう面で、中・長期的な部

分についてはなかなかすぐに取り組めない部分が多いという部分もございまして、

そういう点もご理解いただけたらというふうに思います。 

 

○藤田会長 

なかなか、汗をかきながらの答弁というよりは、縣さん個人のご意見も入ってい

たのかと思いますが、まあ、非常に先ほどのご指摘というのは、大事な視点だと思

います。 

まあ、先ほど私も申し上げましたように、やはりこう、何か対策を講じたときに、

その結果としてどういうふうになってきたのかっていうことを、やはりこう、科学

的に追跡することも含めて、やはり検討していかないと、そんなに簡単にはもうご

みの減量がどんどんと進むような時期には来ていないだろうなというふうに想像し

ます。というのは、多分、平成 2 年から 3 年ぐらいの大阪市のピークからいきます

と、もうほぼ半分ぐらいなってるわけですね。で、半分ていうのはすごく大きな数

字で、それをさらにどこまで下げようかっていったときに、非常に大きな何かを打

って出ないと、もうこれはもうかなり難しいだろうというところにきてることは確

かだと思います。 

まあ、そういう点で、今、特に本日いろいろとご意見をいただいたのは、まさに

大阪市としても非常にたくさんの勉強をしてくださいということを、多分、要望さ

れてるというふうに思いますので、ぜひ、まさにその長い視点で勉強しながら、ご

み減量に努めていただければというふうに思います。 

  えーと、その他・・・。 
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（花嶋委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○花嶋委員 

  あのえーと、23 年度の新規施策についてはご説明はない・・・。資料はあるんで

すけれども、ちょっとお聞きしたいのは、この「『（仮称）市民会議』の設立につい

て」っていうところで、何も悪いことはないんですが、ただこのようなものは以前

にもあったんじゃないのかなっていうか、何が新しい、何がこう、ポイントなのか

なっていうのを、ちょっと改めてお聞きしたいのと、「（仮称）市民会議」が「市民、

事業者、環境ＮＰＯなどの多様な主体が参加し」と書いてあるのに、その下の、し

ょうもないこと突っ込んで申し訳ありませんが、「構成」っていうところには「事業

者」が抜けてまして、そのへんがどうなのかなと。市民だけでやるぞって言っても、

あまり何か、こう新しく変わらないのかなとも思うんですけれども、このへんにつ

いて何か、漠然としたものなんですが、今までとここが違うぞっていうようなこと

がもしあればお聞きしたいなと思いまして。 

○藤田会長 

これは前回かなり・・・。 

 

○花嶋委員 

  あ、そうですか。すいません。 

 

○藤田会長 

  いや、いいんですよ。話をおうかがいしましたが、じゃあ、もう一度少しご説明

をいただいて、ご理解していただければと思います。 

 

○縣総務部企画課長 

すいません、前回の説明の部分でもあるんですけれども、ひとつすいません。あ

の、「構成」のところで「事業者」が抜けておりまして、申し訳ございません。それ

はご指摘のとおりでございます。 

やはり市民、事業者の皆さん、連携・協働を図りながらやっていかなきゃいけな
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いかなというふうに思っておるんですけれども、この間、いろいろさまざまですね、

ごみの減量につきましてもそうですし、環境問題につきましてもですね、やはり市

民、事業者と連携・協働してやっていかなきゃいけないということで、まあ、この

間さまざまな組織の方々といろいろ連携・協働等をやってきておるわけなんですけ

れども、やはりあの、これから私どものほうでですね、実は大阪の環境ビジョン、「お

おさか環境ビジョン」というのをつくっておりまして、これから先ですね、やはり、

低炭素社会の構築とか、循環型社会の形成やとか、快適な都市環境の確保とか、ま

あそういった部分につきまして、幅広くですね、さまざまな取り組みを進めていき

たいなというふうに思っておるわけなんですけれども、そうした中でですね、やは

りあの、ばらばらにそういった部分をやってくだけではなくてですね、いわゆる市

民団体、さまざまな市民団体とか事業者とか環境ＮＰＯの皆さん、あるいは個人等

の皆さんがですね、それぞれ連携･協働しながらやっていきたいなというようなふう

に考えておりまして、まあ具体的にはそれぞれ活動内容の部分も異なる部分もあり

ますので、部会などもつくりながらやっていこうかなというふうに思っておるんで

すけれども、そうした面でですね、やはりあの、そうしたことを進めていく上での

ですね、基礎の、ベースになるようなそういった組織としてつくっていきたいなと

いうようなことで、すいません、ちょっと十分な説明になってるかあれなんですけ

れども。 

 

○花嶋委員 

すいません。前回欠席しまして申し訳ありませんでした。 

 

○藤田会長 

  はい、ありがとうございました。まあ、一応これ平成 23 年度に設立しますと書か

れておりますので、今現在、その設立のための準備を進めているというところです

ね。はい、ありがとうございました。 

  その他・・・。 

（小畑委員、挙手） 

はい、どうぞ、小畑委員。 

 



 38 

○小畑委員 

ちょっと思ってることであんまりこういう発言すると足ひっぱるようにとられる

かもわからないと思うんですけど、確かに今、循環型社会という中ではそれぞれ所

有廃棄物については、リデュース、リユース、それからリサイクル、それからサー

マルリサイクル、それから適正処理とまあ、5 つに分かれてるんですけどね。普通３

Ｒと言われるときはリデュース、リユース、それからリサイクル。でも、大阪市の

場合ほとんど焼却工場でサーマルリサイクルされてますよね。 

そうなると、これもリサイクルの中に入ってくるというふうになってきますと、

まあ、ちょっとこう、最近、今回の震災なんか見ておると、後ごみの問題とそれか

らやっぱり原発の放射能の問題っていうのがかなり大きな課題で、これから原発が

かなりのところでやっぱり停止されていくとこあるんじゃないかなと。 

で、中部電力もなんかも、火力発電もやるというふうに言ってますけど、今大阪

市でされてるサーマルリサイクルもこのリサイクルの中ですので、このへんのとこ

ろがいわゆるリデュース、リユース、リサイクルと比べて、サーマルリサイクルの

場合は、例えばリサイクルにかなり費用がかかりますし、それからまた、できたの

んがきちんとして売れるかどうかとか、あるいは価格がどうかの問題もありますの

で、そのへんを絡めて、そういう、まあ、３R を中心としたリサイクルと、それか

らサーマルリサイクルとの間にどういうような差があるんか、そのへんのところも

いっぺん、これからやっぱり火力発電とか、あるいはごみ発電もするっていうよう

なこともひとつの課題になると思いますので、そういうことをいっぺん検討して、

資料をいっぺん、いろいろなデータを出してほしいなあという気がするんですけど。 

 

○藤田会長 

宿題です。どうぞ。 

 

○縣総務部企画課長 

  はい、ちょっとすいません、答えになってるかどうか別なんですけれども、やは

りあのごみの問題っていう観点、ごみ減量という観点から見ていきますと、やはり

あれですね、リデュース、リユース、リサイクルということで、まずは発生させな

い、再使用する、それからできるだけリサイクルして再使用するというのが、やは
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り一番ベースになってくるんかなと。 

  その上で出てきたものについては、適正な処理をしていかなあかんねんけども、

適正な処理をする上では、やはりこのサーマルリサイクルということでエネルギー

利用するっていうのも大事なことになってくるかと思いますし、単にごみ減量の観

点だけじゃなくて地球環境、温暖化の問題とか考えますとですね、やはりこの、せ

っかく燃やしてるんですから燃やしたエネルギーを活用することによってですね、

発電してくっていうことも非常に大事なことになっておりますし、現に大阪市の工

場におきましても、いろいろ新工場もできてきておるんですけれども、そういった

ところでは発電っていうことを非常に力入れてるという部分があるかと思いますの

で、ご指摘のように、非常にサーマルリサイクルというんですか、できるだけごみ

を減らしていかなあかん、減らした上で適正に処理せなあかん、その上ではやはり

処理するにあたってはできる限りサーマルリサイクル、エネルギーの有効利用、こ

れはやってかなあかんというふうには、十分感じておるところでございます。 

  すいません、ちょっと十分な答えになってるかどうか。 

 

○藤田会長 

まあ、しかし現実にやはり、まず最初、まあ市っていうか、環境局としてはでき

るだけごみを減量していく。いわゆる焼却炉をできるだけ動かさないということを、

ひとつの大きな施策として持っておられるということだと思います。 

まあ、だけど燃やさざるをえないものについては、当然ながらリサイクル、いか

に効率よく熱回収するかということになろうかと思いますが。 

えーと、いかがですか。もうだいたいご意見は出尽くしたのかなというふうに思

いますが、何かございますか。 

（福岡委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○福岡委員 

  すいません、あの、先ほど花嶋委員が話出されたんで、ちょっと前回のお話にな

りますが、「市民会議」についてちょっと、思うところを申し上げたいんですけれど

も。まあ、今、府と市の関係もいろいろ言われておりますけれども、大阪府のＮＰ
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Ｏですね、府民環境会議というのがすでにありまして、「ＯＰＥＮ（オープン）」っ

ていう名称だと思うんですけれども、で、やっぱりプラットフォームとしていろい

ろされているというような組織もあります。 

で、かたやですね、小林委員がやっておられる、まあ、私もちょっと関わってる

んですが、「ごみゼロネット大阪」というので、廃棄物に特化してですね、ＮＰＯあ

るんですけれども、その運営もなかなかちょっと厳しいとかですね、例えば事務所

のスペースですとか、その運営資金ですね、というところもしんどい中でですね、

また新たなこういうものをつくるというので、じゃあその資金だとか担い手はどう

なるのかっていうのが、まあ、その担い手になってくれと要求されるほうのですね、

からしたらですね、その、あちらにもこちらにも言われて、で、同じようなものが

あると。本来、自分がやりたいことはこういうことがあって、で、それのためにこ

う力を注ぎたいんだけれども、またこういうことをやって欲しいと言われるという

ようなことになったらですね、ものすごい力が分散されてしまうと思うんです。 

で、おそらくまあ、府、市の関係という、力の分散ということもあるんだと思う

んで、今、世の中的に言われてるんだと思うんですけれども、ちょっと同じ構造が

あるなと思って、ちょっと前回から気になっていたので、ちょっとそのへん、改善

していただける部分があるんじゃないかと思いますので、申し上げておきます。 

 

○藤田会長 

どうぞ。 

 

○縣総務部企画課長 

はい、あの、この市民会議につきましてはですね、今現在もおっしゃっていただ

いてますように、府民環境会議さんですか、ＮＰＯありますし、ごみゼロネット大

阪さんもあるかと思いますし、大阪市的にはですね、なにわエコ会議とかいう会議

もございますし、いろいろさまざまなかたちでですね、それぞれの分野で個別に活

動してある団体もございますし、連携を図りながらやっている団体もあろうかと思

うんですけれども、より大きな観点からですね、環境問題、ごみだけではなくて低

炭素の問題であるとか、都市環境の問題であるとか、そういったかたちのものを含

めまして、それぞれ活動している分野の団体のかたに、またその分野を中心にしな
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がら一緒になってやってっていただこうかなというようなイメージのものを考えて

おりまして、ただ、ご指摘いただいているように、負担の部分がどうかという部分

については、やっぱり実際事務局部分をどうするかというような部分も出てくるか

と思うんですけれども、そこのあたりについては、また具体、ちょっと今現在いろ

いろさまざま検討しておるという状況ではあるんですけれども、さまざまいろんな

活動をしている団体を、よりさまざまな連携を図っていただく中で、ごみの問題、

あるいは環境の問題とか、都市環境の問題とか、そういった部分を含めながらこう

いった新しい組織をつくる中で、より積極的に連携を図りながら取り組んでいける

ようなものをつくっていけたらなあというような、すいません、ざくっとした、今

現在、もう少し細かい説明ができるといいんですけれど、そういうような思いで、

今、設立の方向で考えておるというところでございます。 

 

○藤田会長 

はい、まあ、多分重複を避けて、あるいは各ＮＰＯ、あるいはその他のいろんな

組織が、ご自分の活動をいわゆるその、妨げられるようなかたちでの会議であって

はいけないし、まあ、相乗効果、次第に効果が出てくるようなかたちでの会議にし

ていただきたいというのが、各委員からの思いではなかったかなと思います。 

  はい、その他、全体として・・・。 

（田村委員、挙手） 

はい、どうぞ。 

 

○田村委員 

  すいません、コメントだけなんですけども、こだわって悪いんですが、7 ページで

折り込み広告に関しては、サンプリング誤差だというご説明が何度かあったんです

けれども、この量でサンプリング誤差なんだったら、多分、新聞紙が減ってるのも

サンプリング誤差の可能性もあるっていうことになってしまうので、で、平成 22 年

度の速報値を見ても、やっぱり折り込み広告は多いんです。なんで、そのサンプリ

ング誤差だと思ってる限りは、何の手も打たれないことになるんでしょうけれど、

これは、新聞紙は確実に減ってって、折り込み広告に関してはサンプリング誤差だ

というご説明は、多分あんまり科学的ではないなと思いました。 
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○藤田会長 

はい、ありがとうございます。その他、何かございますか。よろしいでしょうか。 

はい、それでは多くのご意見をいただきました。大阪市の環境局としましても、

先程来、あるいは前回からということですが、委員の皆様方から非常に貴重なご意

見をいただきましたので、そのご意見を参考に市民、事業者とよりいっそうのごみ

減量を進めていただければというふうに思っております。 

  で、まあ、おそらくこの審議会、またしばらく開かれないと思いますので、この

審議会の意見を集約するということで、ひとつまとめてみますと、縣課長がおっし

ゃったようにこの 2、3 年につきましての急激なごみの減量の要因のひとつは、やは

りこれまで打ってきましたいろんな施策が効果を現しているんであろうということ

は間違いないと思いますが、もう一方で、特に事業系のごみが 21 年から 22 年につ

いては横ばいであるということを考えると、どんと落ちたひとつの原因が景気の低

迷ということも、当然ながら考えられるというふうに思われます。 

  まあ、したがって現在減量目標というのを 110 万トンということで、これは平成

27年ですね、平成27年を目標に大阪市としてはがんばっていただいておりますが、

かなり、115 万トンまで来た段階では達成できる見込みは非常に高くなってきたと

いうふうに言えると思います。 

  まあ、そうしますと次出てくる問題としましては、平成 27 年までその 110 万トン

を掲げながらこの市が努力をしていかれるのか、あるいはさらなるごみ減量に取り

組むべきではないかというふうな問題も出てくると思います。 

  ただ、その中で 110 をさらに、まあ例えば 100 万トンにするということで考えま

しても、たったの 10 万トンのように見えるんですけれども、まあ、グラフがそう簡

単に右肩下がりで下がっていくというふうには予測できませんので、その中に何ら

かのかたちで科学的な根拠等を示しながら、しっかりとした達成可能な目標という

のを、できればやはり立てていくべきではないかというふうに思います。 

そういう点では、次の、次回の審議会の大きな目標になるとは思うんですけれど

も、やはり早期に 110 万トンを達成し、そして次に、その先をどう目標を立てて進

めていくのかということに関しては、ぜひ大阪市としても考えていただき、あるい

はまあ、場合によってまたこの審議会に諮問していただくというふうなことも、当

然出てくるのではないかというふうに思います。それがまとめというか、多分、各
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委員の方々のご意見を集約したところではないかというふうに思いますので、ぜひ

そのあたりのところ、たくさん宿題もいただきましたので、市としてはいろいろと

データを集めながらがんばっていただければというふうに思います。  

それでは一応、本日の審議は終了ということにしたいと思います。何か事務局、

ございますでしょうか。 

 

○森井総務部企画課長代理 

事務局からはございません。 

 

○藤田会長 

それでは本日の審議会はこれで終了となります。何かこの審議会全体に関してで

すが、言い残したこととか、委員の方々ございましたら、ここでご発言願えると・・・

と思いますが。 

なければ一応、進行のほう、事務局のほうへお返しします。どうもありがとうご

ざいました。 

 

○森井総務部企画課長代理 

どうもありがとうございました。本日は藤田会長、武田副会長をはじめ、委員の

皆様にはお忙しいところご出席賜り、ありがとうございました。これで本日の審議

会を閉会とさせていただきます。次回の審議会開催につきましては、また改めてご

連絡させていただきますのでよろしくお願いいたします。 

本日はどうもありがとうございました。 

 

閉 会  午前 11 時 45 分 


